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調査を基に町へ要望
　各常任委員会では、21年に行った所管事務調査の結果を基にそれぞれ町政への要望

事項をまとめ12月11日、町長へ提出しました。主なものを抜粋して紹介します。

■総務課の所管事務

①機構改革の成果と課題について

・町民にわかりやすい組織体制づくりと、職員の意識を高

めるための職階制を検討すること。

②地上デジタルテレビ放送への対応について

・地上デジタルテレビ放送への移行に万全を期するよう努

力すること。

■企画財政課の所管事務

①町財政の現状と課題について

・国勢調査人口により算定される交付税の減少が想定され

るので、これに対応できる財政計画を確立するよう努力

すること。

②第８次山田町総合発展計画の 進  捗 状況について
しん ちょく

・第８次山田町総合発展計画は順調に事業が執行されてお

総 務 常 任 委 員 会 り評価できる。今後も計画どおりに執行するよう努力す

ること。

■税務会計課の所管事務

①町税の収納状況及び納税貯蓄組合の現状と課題について

・差し押さえ物件の換価率向上が収納率の向上につながる

ので、インターネット公売の実現に努力すること。

・制度の範囲内での納税貯蓄組合への支援策を研究し、組

合加入世帯の増加を図るよう努力すること。

■消防防災課の所管事務　

①救急及び火災等緊急時の対応と課題について

・消防分団の区域と学区、行政区域が一致しないため、地

域活動に支障が出ている地区があるので、区域が統一さ

れるよう努力すること。20年以降、防災ヘリコプターに

よる救急搬送が急激に増加している。この傾向は今後も

続くと想定されるので、ドクターヘリの配備について、

関係機関への要望を検討すること。
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■地域整備課の所管事務

①柳沢北浜地区土地区画整理事業の進捗状況について

・北浜地区の国道45号への取り付け道路整備を計画どお

り着実に実施すること。

・区画整理事業の進捗状況の周知と固定資産税など税の内

容を同時に説明し、混乱のないよう努めること。

②町道及び排水施設の現状と課題について

・町道の維持補修費を増額し、危険箇所の早期補修と計画

的な維持補修に努めること。

③下水道事業の整備について

・安定した経営を図るため、下水道の普及率を高める対策

を講じること。

■産業振興課の所管事務

①観光振興の現状と課題について

・通年型観光への取り組みを実施するとともに、観光客を

■保健福祉課の所管事務

①介護保険の現状と課題について

・介護保険施設入所希望者ができるだけ早く入所できるよ

う努めること。

・滞納者の増加に伴う給付制限が危惧されることから、保

険料の減免について検討すること。  

②社会福祉施設の管理運営について

・町立保育園の民営化にあたっては、保護者および地域住

民と十分に議論し検討すること。

③町民の医療と健康について

・町民の医療を守るため、医療機関の役割に応じた適切な

受診について広報するなど町民意識啓発に努めること。

■住民生活課の所管事務

①国民健康保険事業の運営について

・特定検診について、病気の早期発見、早期治療は医療費

の軽減にもつながることから、年度ごとに受診率の目標

をかかげ取り組むこと。

受け入れる宿泊施設立地のための誘致活動と観光客に配

慮したトイレの整備に努めること。

②畜産振興の現状と課題について

・畜産振興については、昨年農協による預託事業が中止し、

牛舎に牛がいなくなるなど畜産農家にとって極めて厳し

い状況に陥ったが、農家の熱意と担当課などの努力によ

り、新たな預託事業のルートを開拓し牛が導入されたこ

とについては、大変喜ばしい限りであり、一定の評価を

するものである。しかしながら、過去の肥育頭数と比べ

ても、個々の農家が肥育している頭数は少ないことから

さらなる肥育頭数の増を目指すとともに、畜産農家の安

定した経営が図られるよう支援、指導すること。

■水道事業所の所管事務

①水道事業の改良整備について

・未給水地区の解消を図るための対策を講じること。

・配水管の新規布設や布設替の際には、災害に強い水道管

（耐震）を布設すること。

②環境、廃棄物処理、リサイクルについて

・環境基本計画は23年度までとなっていることから、早め

に次の計画策定に取り組むこと。

■教育委員会の所管事務

①学校教育施設の管理運営について

・学校図書について、図書台帳をデータベース化した上で

管理運営するよう努めること。

・山田中学校の特別支援学級は、現在、知的障がいと情緒

障がいの生徒が同じ教室で授業を受けている。それぞれ

対応が違うことから、教室を分けて設置するよう県教育

委員会に要望すること。また、不登校対策について、さ

らに積極的に取り組むこと。

・児童・生徒のいじめや不登校の早期発見・早期解決に向

けて、家庭・学校・関係機関の連携強化に努めること。

②中高連携教育について

・中高連携事業についての理解が深められるよう、さらに

積極的に取り組むこと。

③学校給食について　　

・早急に建設場所の選定などに取り組むこと。


